
法人税法における役員退職年金の取扱いに関する一考察

税法学579　129

Ⅰ　はじめに

　役員に対して退職を基因として支給される
給与等としては，一般的に役員退任時に，一
時金である役員退職慰労金（以下，「役員退職
金」という）として支給されるものと，年金
である役員退職慰労年金（以下，「役員退職年
金」という）として支給されるものがある。
これらの支給形態としては，退職時に役員退
職金か役員退職年金かのいずれかの制度しか
ない場合，役員退職金と役員退職年金とが選
択できる場合，役員退職金と役員退職年金と

を同時に受給できる場合など，いろいろなパ
ターンがある。役員退職年金に着目すると，
厚生年金等のような公的年金や企業年金とい
う区分や，有期年金と終身年金のような区分
もできる。
　法人税法34条では役員給与に関して一定の
もの以外は損金不算入とされている⑴。役員退
職年金は役員への退職給与（以下，「役員退職
給与」という）に含まれ⑵，業績連動退職給与
に該当しない場合は役員給与の損金不算入か
ら除かれており（法税34条１項柱書），不相当
に高額な部分の判定（以下，「過大判定」とい
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う）で損金不算入（法税34条２項）にならな
い限り損金算入される。しかし，役員退職年
金と役員退職金との区分や，役員退職年金に
おける不相当に高額な部分の判定を具体的に
どのように行うのかという点などは，法人税
法の条文や今までの判例や学説等からは明確
に判断できないように思われる。現状では役
員退職年金に関しては，納税者は法人税法の
取扱いの予測可能性がない中で，役員退職金
との区分や過大判定など，課税上の判断をせ
ざるを得ない状況に置かれているといえよう。
　本稿では，法人税法34条などにおいて，役
員退職年金がどのように取扱かわれるべきか
を検討してみたい。退職年金制度の法人税法
における問題点等を検討するにあたり，最初
に，年金制度全般を概観し，所得税法や法人
税法における役員退職年金の取扱いを確認し
ておきたい。次に，役員退職年金（自社年金）
を前提にし，役員退職年金（有期）と役員退
職金の分割支給との課税上の問題点や，役員

退職年金（自社年金・終身年金）における過
大判定の問題（現行制度における妥当な処理
を含め）について検討する⑶。その後，これら
の問題点に関して，現行制度にとらわれずに
あるべき対応策も検討したい。

Ⅱ�　年金制度と役員退職年金の現行税法で
の取扱い

　役員退職年金を検討する前提として，年金
制度（内国法人や役員に関わるもの）を概観
し，その後，現行の税法での役員退職年金の
取扱いを確認しておきたい。

１　年金制度

　年金制度設計の考え方に着目すれば，概念
的には，相互扶助の精神に基づく社会保険制
度による公的年金⑷と使用者による支給である
企業年金という区分が可能であろう。具体的
には，公的年金には厚生年金等があり，企業
年金には確定給付年金（規約型・基金型）・確

⑴　谷口勢津夫教授は，現行法人税法における役員
給与の損金不算入の考え方は，「支給額や支給時期
について恣意的な操作のおそれが少ないと認めら
れる役員給与を類型化し限定的に列挙し，それら
に限って全額損金不算入の対象外とする」（谷口勢
津夫『税法基本講義（第５版）』（弘文堂，2016）
438-439頁［459］）とされ，「法人税法は，会社法
による規制を前提にして，または独自に定める要
件を通じて，支給額や支給時期の操作に対処する
措置を講じている。しかし，法人税法は，それら
の措置でもって事足れりとはせず，それらの役員
給与の額のうち『不相当に高額な部分の金額』は，
損金の額に算入しないものとしている（34条２
項）。」（谷口・前掲書444頁［463］）と理解されて
いる。筆者も同じ立場である。

⑵　武田昌輔編著『DHCコンメンタール法人税法』
（第一法規，加除式）2163の10及び11頁参照。

⑶　所得税法の課税関係に関して『年金税制』日税
研論集37巻（1997）や終身雇用と年功序列型賃金

という固定的な労働慣行が崩れてきている現状に
おいて，退職年金と退職一時金との課税による矛
盾点を指摘したもの（佐藤英明「退職所得課税と
企業年金課税についての覚書─『給与』をめぐる
税制論序論─」碓井光明ほか編（金子宏先生古希
祝賀）『公法学の法と政策 上巻』（有斐閣，2000）
415頁以降）などの先行研究はあるが，法人税法に
おいて役員退職年金の過大判定をどのようにする
のか，という論点での先行研究は筆者が知る限り
ないように思われる。

⑷　国によっては，私的年金に強制加入させる場合
や，積立方式の公的年金もあり，厳密にいえば公
的年金と私的年金の区分は必ずしも容易ではない
という指摘がある（堀勝洋『年金保険法（第４版）
基本理論と解釈・判例』（法律文化社，2017）10-11
頁参照）。本稿では，年金制度を直接検討対象とは
しておらず，一応，公共目的・国家責任・強制加
入・賦課方式等の特徴で「公的年金」として区分
しておきたい。
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定拠出企業年金・自社年金等がある⑸。また，
支給形態に着目すれば，有期年金（支給総額
が確定しているもの）と終身年金（支給総額
が個別には確定しない）という区分ができ，
保証期間付終身年金（保証期間内に受給権者
が死亡した場合，保証期間の残りの期間分は，
遺族等に支払われるもの）というものもあ
る⑹。年金資産の管理や運用及び年金給付主体
に着目すれば，法人の外部基金等に拠出する
外部拠出と自社年金のように内部留保で対応
するものとの区分もできよう。なお，役員で
も厚生年金及び確定給付年金や確定拠出企業
年金に加入することになっており⑺，厚生年
金・確定給付年金・確定拠出企業年金などの
制度において，年金に代えて一時金を選択す
ることもできる。
　企業年金において，確定給付年金や確定拠
出企業年金などは外部拠出であり，個別の法
令により規制されている。これに対して，「自
社年金」は役員と内国法人との契約であり，
その資金も内部留保で手当することも可能で
あり，規制に縛られず自由に設計できる点に

特徴がある。たとえば，内国法人は年金債務
の積立不足を指摘され資金を拠出させられる
こともなく，受給者が死亡時に遺族に年金支
給を引き継がせるという年金設計も可能であ
る。そこで，役員退職年金を社会保険制度の
付加的な制度として設ける場合には，自由に
制度設計出来ることや，その対象人数も少な
く，年金経理の大数の法則も適用しにくいこ
とから，自社年金が利用しやすいとも考えら
れよう⑻。

２　所得税法での役員退職年金の取扱い

　所得税法では，年金がどの所得区分（給与
所得・退職所得・雑所得）に分類されるのか
で，税負担が大きく異なるため比較的詳しく
規定されている。法人税法における役員退職
年金の取扱いより先に所得税法での役員退職
年金の取扱いを確認し，法人税法における整
理の参考にしたい。

⑴　旧所得税法での年金の取扱い
　所得税法における年金への課税関係（シャ

⑸　一般に公的年金には厚生年金保険，国家公務員
共済組合などの給付があり，企業年金には確定給
付年金（規約型・基金型）・確定拠出企業年金・中
小企業退職金共済・自社年金などの給付があるが，
本稿では以下において，公的年金として厚生年金，
企業年金として外部拠出型として確定給付年金

（規約型・基金型）や確定拠出企業年金，内部留保
型として自社年金を取り上げることにする。

⑹　堀・前掲注⑷14頁参照。
⑺　厚生年金保険の適用事業所に使用される70歳未

満の者は厚生年金被保険者とされ（厚生年金保険
法９条），法人の役員は厚生年金被保険者になると
される（広島高岡山支判昭和38年９月23日行集14
巻９号1684頁）。また，行政実務においても，「法
人の代表者等がその法人に労務を提供し，その対
価として報酬が支払われている場合は，その代表
者等は法人に使用される者として，厚年法の被保

険者とされる。」（堀・前掲注⑷167-168頁）との
解説があり，日本年金機構の疑義照会回答（厚生
年金保険適用）の整理番号２においても，昭和24
年７月28日保発第74号通知に基づき，役員が原則と
して厚生年金被保険者とされている（日本年金機
構HP（https://www.nenkin.go.jp/info/gigishokai.
files/0000000132_0000025365.pdf［最終確認日：
2018年３月４日現在］）参照）。なお，確定給付年
金や確定拠出企業年金の受給資格者は，厚生年金
柀保険者となっており，同様に解釈できよう。

⑻　役員退職年金を採用している企業の約半数が，自
社運用との調査データがある（総務省人事・恩給局委
託調査「民間企業における役員退職慰労金制度の実
態に関する調査報告書」（平成25年12月）31頁（内閣
官房HP（http://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/jimu/
jinjikyoku/files/minkan_taisyokukyufu25_00.pdf

［最終確認日：2018年３月４日現在］）参照））。
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ウプ勧告に基づく昭和25年度改正以降）は，
昭和32年度改正前において，使用者と年金支
給者が同じである恩給や自社年金の場合は給
与所得とされていたが，公的年金制度に基づ
く年金は，その支給元はもとの使用者ではな
く，各種の共済組合などの社会保険制度に基
づく支払機関であり，給与所得又は退職所得
に当たらず，雑所得として課税されていた⑼。
昭和32年度改正で公的年金制度による年金
も，給与所得者であった者が過去の勤務に関
連して受ける給付という性格を有し，その給
付の原資の大部分は，過去に使用者が使用者
としての立場で払い込んだ保険料等であるこ
とから，その給付の実質は元の使用者から支
給される退職年金と変わらないと整理し，「み
なし給与」とされた。昭和62年度改正で，従
前みなし給与とされていた所得は再度雑所得
へ分類され，「公的年金等」⑽に対する負担調
整措置としての控除（以下，「公的年金等控

除」という）が創設された。給与とみなされ
てきた年金が雑所得とされたことに伴い条文
が整備され，年金と一時金は制度上表裏一体
の関係にあることから，退職一時金（所税30
条）及び退職手当等とみなす一時金「みなし
退職金」（所税31条）の範囲が改めて規定され
た⑾。平成13年度改正で確定拠出年金制度や確
定給付企業年金制度の制定に伴い，退職手当
等とみなす一時金も整備された⑿。平成16年度
改正で，世代間・高齢者間の税負担の公平を
確保する観点から，公的年金等控除の上乗せ
措置（年齢65歳以上の者対象）や老年者控除
が廃止された⒀。

⑵　現行所得税法での役員退職年金の取扱い
　役員退職年金に関しては過去の職務執行の
対価等とされ⒁，現行所得税法では雑所得の計
算上公的年金等控除額を適用でき⒂，所得税法
35条３項において原則として次のように３つ

⑼　武田昌輔編著『DHCコンメンタール所得税法』
（第一法規，加除式）2403-2403の２頁参照。

⑽　公的年金控除の対象となる「公的年金等」の定
義には，厚生年金などの公的年金だけでなく，企
業年金である確定給付年金，確定拠出年金，自社
年金の給付も含まれる（所税35条３項，所税令82
条の２）。なお，公的年金等に該当しても，恩給

（所税９条１項３号）並びに，障害年金（疾病年
金）及び遺族年金など（厚生年金保険法41条２項，
国民年金法25条）には非課税の規定がある。

⑾　年金に代えて支払われる一時金のうち，その年
金の受給開始日以前に支払われるものを退職手当
等「みなし退職所得」とし（所税31条），同日後に
支払われるものは雑所得とされるが，同日後に支
払わられる一時金でも，将来の年金給付の総額に
代えて支払われるものは退職手当等とされる（所
基通30-４）（武田・前掲注⑼2316頁参照）。

⑿　厚生年金・確定給付年金・確定拠出企業年金の
制度において，退職に基因して退職日・据置期間
中・年金支給開始日・年金受給期間中（全部選択）

に，年金に代えて一時金を選択した場合には退職
所得（「みなし退職所得」）とされている（所税31
条，所税35条３項１号，所基通31-１）。なお，厚
生年金基金解散で加入者が受ける一時金は一時所
得とされている（若林孝三ほか編『平成28年版実
例問答式役員と使用人の給与・賞与・退職金の税
務』（大蔵財務協会，2016）787-789頁参照）。

⒀　以上の旧所得税法での年金も取扱い関して，武
田・前掲注⑼2674-2675の３頁参照。

⒁　なお，退職金制度の起源は「のれん分け」にあ
るともいわれ，退職金の性格は，①功労報償説，
②賃金後払説，③生活保障説の３つが有力である
とされている（武田・前掲注⑼2301頁参照）。

⒂　公的年金等控除は，50万円の定額控除と定額控
除後の収入金額の金額に応じ一定の率を乗じた定
率控除の合計額とされる。ただし，公的年金等控
除額の合計額が70万円に満たない場合は70万円と
され（所税35条４項），年齢65歳以上の者について
は50万円の加算がある（税特措41条の15の３第１
項）。
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に区分されて課税関係が整理されている（所
税令82条の２）。１号の旧所得税法でみなし給
与とされていた厚生年金等は，掛金支払時で
は会社負担部分は社会保険での保険料負担で
あり給与課税されず，個人負担部分も社会保
険料控除の対象になり（所税74条２項７号），
年金受給時に年金全額が課税対象となる。２
号の旧所得税で給与とされていた恩給と企業
年金（自社年金）は，個人負担部分はなく，
年金受給時に全額課税対象となる。３号の企
業年金（外部拠出型（確定給付年金や確定拠
出年金））は，掛金支払時に会社負担部分は給
与課税されないが（所税令64条），個人負担部
分は社会保険料控除ができず生命保険料控除
の適用が可能で（所税76条），年金受給時に個
人での支払額を控除した年金受給額が課税対
象となる（所税35条３項３号，所税令82の
３）⒃。なお，役員退職年金に対する源泉徴収
は，厚生年金など（「公的年金等の受給者の扶
養親族等申告書」を提出する場合）に関して
は人的控除等を考慮した金額に対して源泉税
率（5.105%又は10.21％）⒄を適用して算出され

（所税203条の３，税特措41の15の３第２項，
税特措41の17），その他のものに関しては，収
入金額から25％を控除した金額に対して源泉
税率（10.21％）が適用され算出される（所税

203条の３第４号）。
　現行所得税法での上記１号，２号，３号で
の課税区分は，法人税法での役員退職年金の
課税を考える上で，同様な整理ができよう。

３　法人税法での役員退職年金の取扱い

　法人税法においては，役員退職年金は役員
退職給与に含まれているので，法人税法での
役員退職給与の損金算入の根拠を確認し，役
員退職金と役員退職年金との損金算入時期の
相違や過大判定の取扱いについて確認したい⒅。

⑴　役員退職給与の損金算入根拠
　役員退職給与は，株主総会等で役員の報酬
等（役員退職金）として適法に確定したもの
であり，会社法や企業会計処理基準などとい
う一般に公正妥当と認めらえた会計処理基準

（以下，「公正処理基準」という）（法税22条４
項）で認められ，法人税法22条３項の債務確
定基準を満たすものであるなら，法人税法22
条において，原則として役員退職給与は損金
算入される。ただし，法人税法34条が役員給
与（役員退職給与を含む）に対する別段の定
めに該当し，業績連動型の役員への退職給与
は一定の条件を満たさない限り損金不算入

（平成29年度改正）とされ（法税34条１項３

⒃　本稿では役員退職年金の法人税法の取扱いが中
心であるので，個人年金や確定拠出年金の個人型
及び企業型における一部個人負担（マッチング）
部分や非居住者への課税に関しては記述を省略し
ている。

⒄　本稿においては，復興特別税所得税を含んだ税
率である。

⒅　外部拠出である確定給付年金や確定拠出年金な
どに係る各事業年度の退職年金等積立金に対して，
法人税（以下，「特別法人税」という）が課される

（法税84条）。ただ，特別法人税（年金資産に法人

税１%と法人住民税0.173％）は，平成32年３月31
日まで課税凍結の延長が平成29年度改正で決定さ
れた（平成11年４月１日開始事業年度から課税は
凍結されている）。なお，自社年金にはこのような
優遇税制の適用はなく，内部留保資金を年金原資
にしているため，通常の法人税が課されることに
なる。また，法人税において，確定給付年金や確
定拠出年金などに係る退職年金信託における運用
収益は課税されない（法税12条４項１号）が，自
社年金における年金原資は内部留保なのでこのよ
うな非課税にも該当しない。
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号）⒆，また，不相当に高額な部分も損金不算
入とされる（法税34条２項）。

⑵　法人税基本通達における損金算入時期
　役員退職金の損金算入時期は，原則として
支給確定時期に一括損金算入され，例外的に
支給法人の資金繰り等を考慮して，分割支給
時にその都度損金算入も認められる（法基通
９-２-28）。また，役員退職年金の損金算入時
期は，具体的な年金支給時期に支給額を損金
算入することとされ，逆に，年金総額を支給
確定時に未払計上することは認められていな
い（法基通９-２-29）。
　役員退職金における原則的処理である株主
総会等でその支給が確定する時に損金算入さ
れることは債務確定基準により損金として認
識する考え方であり，また，役員退職年金が
各年金の支給時期に損金算入されることは，
特に終身年金等を想定すれば，債務確定時期
は年金支給を確定した時ではなく，各年金の
支給時期と認識すれば，通達の取扱いはいず
れも妥当であろう。なお，年金の受給者での
課税を考えた場合には，年金受給権が未実現
で支分権がその実現したものであるというこ
とは，公的年金等の受給者に所得税法35条２
項１号で課税される雑所得の金額が，「その年
中公的年金等の収入金額から公的年金等控除
額を控除した残額」とされ，この収入金額は

未実現の年金受給権ではなく，実現した支分
権で認識されることから，年金支給法人での
債務確定基準も同様に判断できよう⒇。

⑶�　役員退職年金の損金算入時期（所得税法
の区分との対応）

　所得税法35条３項の区分に応じて，年金の
支給法人における法人税法での取扱いを整理
すると，原則として１号の厚生年金等の掛金

（会社負担分）は保険計算期間の末日に損金算
入され（法基通９-３-２），２号の自社年金等
は年金を支給すべき時にその金額は損金算入
され（法基通９-２-29），３号の外部拠出型の
企業年金の掛金（会社負担部分）は支払時に
損金算入される（法税令135条，法基通９-３-
１）。
　これらの取扱いは，保険料徴収の強制度合
い（１号では厚生年金等の掛金は法令で強制
されている），通常の債務確定基準（２号），
受給者の受給額とのひも付き度合い（３号で
は年金支給法人の掛金が損金算入される時期
と年金受給者の金額確定の時期がずれており，
債務確定ではなく支払時を採用）を考慮して
いるものと思われる。結果として，年金の支
給法人は受給者への年金支給時期や外部基金
等への掛金の拠出時（又はその期日）にその
年金額などを損金算入できることになる。

⒆　なお，本稿では役員退職年金について検討する
が，業績連動給与に該当しないものを前提とする。

⒇　なお，生保年金二重課税事件（最判平成22年７
月６日民集64巻５号1277頁）の調査官解説では，
みなし相続財産の年金受給権は実現に関して，「年
金受給権価額相当の収益が相続人の所得としてい
つ実現したものとみるべきかについては争いがあ
り，本判決はこの点について判断を示していない
が，……その『元本』としての年金受給権価額相

当の収益は，相続開始の時に相続人の所得として
実現するものとみているのではないかと推測され
る。」（古田孝夫「時の判例」（ジュリ1423号（2011）
101頁）とされている。みなし相続財産の場合は，
相続税法では相続時点で課税し，所得税法でいう
実現という概念がないので，所得税法の非課税規
定とパラレルに捉える場合には年金受給権（支分
権）で所得が実現したと考えることが可能なので
あろう。
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⑷　過大判定
　役員退職年金は役員退職給与に含まれて，
法人税法34条２項で役員退職年金も過大判定
が必要になると考えられる。法人税法34条２
項では，役員退職給与に関して，「内国法人が
その役員に対して支給する給与（……）の額
のうち不相当に高額な部分の金額として政令
で定める金額は，その内国法人の各事業年度
の所得の金額の計算上，損金の額に算入しな
い」と規定されている。また，法人税法施行
令70条２号において，政令で定める金額とし
て，「内国法人が各事業年度においてその退職
した役員に対して支給した退職給与の額が，
当該役員のその内国法人の業務に従事した期
間，その退職の事情，その内国法人と同種の
事業を営む法人でその事業規模が類似するも
のの役員に対する退職給与の支給の状況等に
照らし，その退職した役員に対する退職給与
として相当であると認められる金額を超える

場合におけるその超える部分の金額」とされ
ている�。過大判定の基準を整理すると，①そ
の支給法人の業務に従事した期間，②退職の
事情，③支給法人と同種の事業を営む法人で
その事業規模が類似するものの役員に対する
退職給与の支給の状況，やその他諸般の事情
を総合勘案して判断すべきということになろ
う。
　役員退職年金における過大判定に関しては，
具体的な規定はない。たとえば，役員が確定
給付年金など外部拠出型年金による支給を受
け，退職法人からも役員退職金�の支給も受け
るケースでは，確定給付年金などによる給付
金�も勘案して，その退職給与の額に対して過
大判定を行うとされている（法基通９-
２-31）�。職務執行の対価等として役員退職
給与が相当な金額かどうかを判断するには，
企業年金による支給額も考慮に入れる必要が
あるが�，どのように年金額を考慮して過大判

�　使用人兼務役員に対しては，役員退職給与に使用
人部分が含まれても，その金額も含めて過大役員退
職金の判定をすることとされている（法基通９-２-30）。

　　なお，役員給与における不相当に高額な部分の金
額の判定は，①当該役員の職務内容，支給法人の収
益及び使用人に対する給与の支給状況，同種の事
業を営む法人でその事業規模が類似するものの役員
に対する給与の支給状況等に照らし，当該役員の職
務に対する対価として相当であると認められる金額
を超える部分の金額（実質基準），②定款や株主総
会等で定めた限度額を超える金額（形式基準），の
いずれか多い金額とされている（法税令70条１項）。

�　法人が役員の分掌変更等によってその職務の内
容や，役員としての地位が激変し，実質的に退職
したと同様の事情にあると認められる場合も，そ
の役員に対して支給された退職金等は役員退職給
与に該当する（法基通９-２-32）。

�　確定拠出年金法等において，「給付金」とは年金
及び一時金を含む概念として使用されている（確
定拠出年金法28条）。この給付金には，厚生年金基

金からの給付，確定給付企業年金規約に基づく給
付，確定拠出企業年金規約に基づく給付，及び適
格退職年金契約に基づく給付金等がある。

�　厚生年金基金からの給付金については，公的年
金制度の健全性及び信頼性の確保のため，法的給
付を超える部分のみが過大判定の対象になる。な
お，特殊関係使用人に対する退職給与の過大判定

（法税36条）においても，同様な取扱いの規定があ
る（法基通９-２-42）。

�　役員退職給与は役員の退職を基因として支給さ
れるものであるので，退職後に追加で支給が確定
する一時金や年金は原則として，役員退職給与に
含まれない。しかし，例外として「たとえば，不
祥事に対する引責辞任により退職給与のカットが
行われた場合に，その後名誉回復があったことに
よる追加支給など」（櫻井光照『平成29年改訂 役
員の税務と法務』（大蔵財務協会，2017）423-424
頁）の特段の事由がある場合などは認められると
いうコメントがあり，同様のコメントが他にもあ
る（若林・前掲注⑿722-723頁参照）。
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定をするのか（企業年金の給付金の内，支給
法人が負担した部分のみが対象だが，どのよ
うに該当部分を計算するのか），過大判定後ど
のように否認していくのか（退職時に過大判
定する時には，すでに過年度で内国法人が負
担した年金掛金は損金算入済み�），２つ以上
の役員退職給与（役員退職金や役員退職年金）
の支給確定時期が異なる場合�の過大判定の
取扱いはどうなるのか（過大判定を再判定す
るのか，過大判定後どちらを優先して否認す
るのか�），などに関して具体的な規定はない�。
　そこで，現行法において役員退職年金の過
大判定がどのようにあるべきか，を検討する
必要がある。

４�　自社年金の役員退職年金における法人税
法上の問題への着目

　役員退職年金のうち外部拠出型の年金制度

の場合は，各種法律で規制されており，内国
法人がこれらの年金制度を租税回避�などに利
用しにくいと考えられるし，年金債務の金額
を理論的に算出した資料も入手しやすいこと
から，役員退職金と比較的同様な取扱いも可
能な部分があろう。これに対して，役員退職
年金のなかでも自由に設計でき，租税回避行
為にも利用されやすいと考えられるのは，自
社年金（内部留保型）であろう。なお，役員
退職給与の過大判定は，役員退職年金と役員
退職金とを総合して判定することになるが，
現状では役員退職年金がどのように整理すべ
きかについて具体的な規定がないので，役員
退職年金のみの場合で検討を進めたい。
　本稿では，役員退職年金の内で自社年金（内
部留保型）�に着目し，Ⅲ章において自社年金
の役員退職年金（有期）と役員退職金の分割
支給の問題，Ⅳ章においては自社年金の役員

�　会社負担の年金掛金は所得税法上「給与」とは
されていないが，原則として法人税法の役員退職
給与の過大判定に含める（法基通９-２-31）とい
う解釈なら，過去に遡及して企業負担の年金掛金
を否認することは時効とも絡み問題があるので，
過大判定時の事業年度で否認金額を益金に算入す
ることになろう。

　　なお，所得税法上は会社負担の年金掛金が給与
所得にならないのは，このような掛金は必ず当該
従業員が将来受給する金額になるとはいえないこ
とや掛金を給与課税することが実務上煩雑で年金
制度の定着・発展に悪影響を及ぼすおそれが大き
いことによるものであろうとされている（佐藤英
明「私的年金の課税」日税研論集37巻（1997）151-
152頁参照）。

�　たとえば，使用人兼務役員から役員になった時
に退職金の打切支給があった後，役員退職時にす
べての勤務期間（従業員と役員を通算して）に応
じた企業年金を受領するケースも考えられる。

�　外部拠出型年金の部分で否認が生じる場合は，
支給法人が過去に損金算入した企業負担部分の掛
金をどのように否認するのか（つまり個別の法律

等で拠出が義務づけられたものを，他の退職給与
との合算で過大判定され損金不算入額が算出され
た場合に，損金不算入とすることの妥当性も含め）
という論点も生じよう。

�　法人税法で過大判定により役員退職年金が損金
不算入になった場合に，所得税法で雑所得をその
分減額する規定はない。所得税法において，この
ような取扱いも明確にすべきとの意見もある（佐
藤・前掲注�185頁参照）。

�　租税回避の定義は論者によっていろいろである
が，本稿では「私法上の形成可能性を異常または
変則的な（……）態様で利用すること（濫用）に
よって，税負担の軽減または排除を図る行為のこ
とである。」（金子宏『租税法（第22版）』（弘文堂，
2017）126-127頁）や「租税回避とは，課税要件の
充足を避け納税義務の成立を阻止することによる，
租税負担の適法だが不当な軽減または排除をいう

（租税回避の包括的定義）。」（谷口・ 前掲注⑴
60-61頁［66］）というものとする。

�　役員退職年金を採用している企業の内52%（社外
運用との併用を含む）が自社運用しているとの調査
データがある（総務省人事・前掲注⑻17，31頁参照）。
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退職年金（終身）の過大判定の問題と現行制
度をベースにした妥当な処理を中心に検討し
ていきたい�。
　その後Ⅴ章ではⅢ及びⅣ章での問題整理を
中心に現行制度にとらわれずに対応策も検討
する。なお，自社年金の役員退職年金（終身）
に関する問題点の整理や対応策の検討が�，そ
の他の役員退職年金にも適用できると考える。

Ⅲ�　自社年金の役員退職年金（有期）と役
員退職金の分割支給との問題

　特に中小企業において，資金繰り等の影響
により役員退職金を一時に支給することは困
難であることから，役員退職金の分割支給や
年金方式により支給する法人も多いようであ
る�。法人税法34条の役員退職給与における自
社年金による役員退職年金（有期）と役員退
職金の分割支給との取扱いの相違点を整理し，
対応策を検討する。

１　年金と一時金との区分

　役員退職給与の損金算入時期に関して，法
人税基本通達では原則として各年金の支給時
期に損金算入される役員退職年金と，支給確
定時に一括で損金算入される役員退職金とで
異なった取扱いになっている。しかし，そも

そも，「年金」と「一時金」の違いとは何であ
ろうか。法人税法等において，年金や一時金
の定義はない。税法上直接定義がない場合は，
民法・会社法などの定義からの借用概念の検
討が必要になろう。

⑴　民法
　民法において年金と一時金の直接定義はな
く，債権等の消滅時効として定期金債権（民
168条）及び定期給付債権（民169条）の規定
と，終身定期金（民689条から694条）の規定
があるだけである。
　定期金債権とは，年金債権のように一定額
の金銭などを定期的に給付させることを目的
とする債権で，各期日に支払を請求する債権
を「支分権」といい，それを発生させる源の
基本である権利を「基本権」といい，定期金
債権は基本権にあたり，定期給付債権は支分
権にあたる。定期金債権の時効は民法168条
で，定期給付債権の時効は民法169条で処理さ
れる。これに対して，債権の分割払いに関し
ては，個々の分割債権ごとに通常の消滅時効
が進行する�。終身定期金契約は，当事者の一
方が，自己，相手方又は第三者に給付するこ
とを約することによって，その効力を生ずる
ものであり，自社年金がこれに該当するもの

�　過大役員退職金に該当した場合に，国税徴収法
における第二次納税義務制度との関係が問題にな
る可能性もある。つまり，過大な役員退職給与の
支給が，国税徴収法39条に規定する無償譲渡等の
処分に該当し，過大な役員退職給与の支給をした
法人において国税の徴収不足の原因となっている
場合には，その過大な役員退職給与を受けた役員
が第二次納税義務を負うことになる点であるが，
本稿では検討の対象外とする（衛藤政憲『役員退
職給与を巡る諸問題』（大蔵財務協会，2016）366-
378頁参照）。

�　なお，自社年金に関する所得税法での取扱いと

しては，支給法人で支給額の25%を控除後10.21%
の税率で源泉徴収され（所税203の５第１項・所税
令319の９，所税203の３），受給者では雑所得（公
的年金等控除額を適用）として確定申告の対象に
なる（所税35条2，３項）。

�　遠藤雅巳「経営刷新 役員の退任・交代・分掌・
勇退に絡む 役員報酬・退職金等の適正税務（第７
回）役員退職金の後払い・年金方式による支給」
国税解説速報44巻1618号（2004）22頁参照。

�　以上の定期金債権と定期給付債権に関して，内
田貴『民法Ⅰ（第４版）総則・物権総論』（東京大
学出版会，2008）315頁参照。
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と考えられる�。
　しかし，以上のような民法の規定からは，
年金と一時金（分割支給）における消滅時効
に相違点があることはわかるが，そもそもの
区分に関しての規定はない。役員退職年金の
法人税法での取扱い（年金と一時金の区分）
を検討するのに有用な規定や解釈はなさそう
であり，個別契約の規定から判断するしかな
いであろう。なお，一般的な定義とすれば，

「『年金』は，定期的かつ長期間支払われる金
銭給付である。」�ということになろう�。

⑵　会社法
　旧商法時代の議論では，役員退職金は株主
総会で決議する必要があるのか，取締役会に
どの程度委任できるのか，という議論が中心
であり，役員退職金がお手盛りにならないよ
うに，株主総会や取締役会でどのように規制
するかという点が重要であった。平成14年改

正前の旧商法では，役員退職年金に関しては，
終身年金のような支給総額が確定しないもの
は，商法違反ではないかとの意見もあった�。
ただ，役員退職金の金額が株主総会等で合理
的に確定しているなら�，役員退職年金と役員
退職金のように，年金か一時金かのような支
給形態に関しては，論点ではなかった�。平成
14年の商法改正で，不確定額報酬はその算定
方法を定款又は株主総会で定めればよいこと
になり，終身年金も適法に支給できることが
明確になった。また，会社法でも，旧商法の
考え方を踏襲し，役員退職金や役員退職年金
は「役員報酬」として定款又は株主総会で決
議され，終身年金のような支給総額が確定し
ないものでも，その算式等を決議することな
どで問題ない（会社法361条１項）�。
　会社法（及び旧商法）において，役員退職
年金と役員退職金に関して，支給額や支給の
算式等が株主総会等でコントロールされ，お

�　「終身定期金が企業年金のことを考えていたかは
疑問であり，適用して意味のある規定もない」（内
田貴『民法Ⅱ（第３版）債権各論』（東京大学出版
会，2011）316頁）との評価がある。

�　堀・前掲注⑷７頁。
�　なお，民法（債権関係）が平成29年６月２日に

平成29年法律第44号として公布されたが（３年以
内に施行），年金と一時金の定義など本稿の議論に
は直接の影響はなさそうである。

�　落合誠一編『会社法コンメンタール─機関（２）』
（商事法務，2009）175頁［田中亘］や北沢正啓＝
稲葉威雄＝河村貢＝岩城謙二「会社役員の退職年
金に関する問題点（１）」商事法務1011号（1984）
２頁以降参照。

�　終身年金の場合でも，終身の役員退職年金の総
額が内規等に基づき平均余命などを用いて合理的
に計算できるなら，個別役員ごとにみれば支給が
予定より短期で終了することや，逆に長期間に及
ぶこともあろうが，役員退職年金（終身）を支給
する法人側では，法人全体とすれば職務執行の対

価等のものと考えることも可能であろう（北沢正
啓＝稲葉威雄＝河村貢＝岩城謙二「会社役員の退
職年金に関する問題点（２）」 商事法務1013号

（1984）19頁［稲葉発言］参照）。実際，支給法人
が内規で確定した役員退職金を保険会社に拠出し，
終身年金を退職役員に支給する契約を締結するス
キームと同様のものと考えられよう。

�　なお，役員退職年金の遺族年金に関して，本質
論として職務執行の対価等の後払いだけなのか，
生活保障の意味が含まれるのか，という点でも議
論もあったが，年金総額が平均余命等で合理的に
算出できるなら，一時金・終身年金・遺族年金な
どは支給形態の違いであり，株主総会等で職務執
行の対価等として金額が合理的に決定されていた
とみることもできよう（北沢ほか・前掲注�15頁
以降参照）。

�　江頭憲治郎『株式会社法 第７版』（有斐閣，2017）
452-453，463-464頁や神田秀樹『会社法（第19版）』

（弘文堂，2017）235-238頁参照。
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手盛り支給が合理的に規制されているかどう
か（以下，「お手盛り防止」）に重点が置かれ
ており，年金と一時金の区分自体には重要性
はなく，その区分の定義等は問題とされてい
ない。

⑶　企業会計基準
　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基
準第26号）平成24年５月17日において，役員
退職金は，労働の対価との関係が必ずしも明
確でないことから，退職給付会計基準の対象
になっていない。しかし，「租税特別措置法上
の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並
びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の
取扱い」（監査・保証実務委員会実務指針第42
号）平成23年３月29日において，一定の要件�

を満たす役員退職慰労引当金は，営業費用に
計上し，負債性引当金（企業会計原則注解［注
18］）に計上することが求められている。自社
年金の役員退職年金に関しては，当該役員が
まだ退職していない場合は内規等で支払うこ
とが合理的に予測できるなら，発生主義的に
おける費用計上も認めることになる。また，
自社年金の役員退職年金に関してすでに退職
して支給が確定した場合は，その費用を合理
的に見積もって負債として計上することにな
ろう。たとえば，終身年金における費用の合
理的な見積方法は，退職給付債務の計算に準
じて，原則として受給者ごとに死亡率を加味
して年金支給額を見積もり，その支給見積額
を割引計算し期末負債額を計算する方法など
が考えられる。
　企業会計基準では，役員退職年金に対して
もその総額を債務認識する方向で捉えており，
一時金と年金の区分を自体は細かく定義され
ていないようである。

２�　自社年金の役員退職年金（有期）と役員
退職金の分割支給との類似性による問題点

　年金と一時金の区分は，税法に定義がなく，
また他の法令の規定を借用概念として適用す
ることもできないようである。そこで，現状
として役員退職金の分割支給と役員退職年金

（有期）の相違点の取扱いやどのような税務上
の問題が生じているのかを整理する。

⑴�　自社年金の役員退職年金（有期）と役員
退職金の分割支給との類似性

　役員退職金の分割支給で，長期間で定期定
額の場合は，自社年金の役員退職年金（有期
年金）との区分が困難であろう。役員退職金
も役員退職年金も，その支給法人と受給者の
契約，支給法人の内規や株主総会等の決議内
容（極端に言えば，「年金」という文字が契約
等にあるかどうか）によることになるともい
えよう。なお，法的には契約の分類上は役員
退職金の分割支給は株主総会等で確定した役
員退職金の分割払いであり，役員退職年金は
株主総会等で確定した年金受給権に基づく支
分権による各年金の支払いであるといえよう。

⑵　事実認定上の問題
　たとえば，同族会社である内国法人が相続
税対策も考慮し，会社財産を減少させるため

�　要件とは，①役員退職慰労金の支給に関する内
規に基づき（在任期間や担当職務等を勘案して）
支給見込額が合理的に算出されること，かつ，②
当該内規に基づく支給実績があり，このような状
況が将来にわたって存続すること（設立間もない
会社等のように支給実績がない場合において，内
規に基づいた支給額を支払うことが合理的に予測
される場合を含む。）とされている（監査・保証実
務委員会実務指針第42号３⑴②４頁参照）。
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に，役員退職時に役員退職金の支給の決議を
し，役員退職金（不相当に高額でない）を一
時に損金算入することを考えたとしよう。し
かし，内国法人は資金繰りが苦しく，10回の
分割支給と定めたとする。後日，税務調査で
当該役員退職金として処理した金額が役員退
職年金と事実認定されれば，実際の支給時期
に支給金額しか，損金算入できないことにな
る可能性がある�。

３　小括

　退職年金と退職金（一時金）との区分自体
に定義等がなく不明確であるのに，これらの
損金算入時期が異なっている。そこで，自社
年金の退職年金においても，役員退職年金（有
期）と役員退職金（分割支給）との区分が曖
昧なため，納税者が税務リスクを負うことに
なり，納税者の予測可能性が損なわれること
になっている。退職年金と退職金（一時金）
の定義を明確にし，これらを明確に区分でき
るようにするのか，これらを明確に区分しな
いなら，これらの損金算入を同一のものにす
るというような整理が必要であろう。

Ⅳ�　自社年金の役員退職年金（終身）にお
ける過大判定の問題

　役員退職金の過大判定に関しては，「不相当
に高額な部分」をどのように算定するのか，
そもそもこのような不確定概念を用いること
が租税法律主義との関係で許されるのか，な

どの論点が議論されてきた。本稿では役員退
職金に関しても共通するこれらの論点は直接
の対象とせず，役員退職年金のみに対する過
大判定で生ずる問題点を検討する。また，内
国法人が，有期の役員退職年金を支給し，理
論的な現在価値が算定できる場合や，役員退
職年金（終身）を外部拠出している場合で年
金に代わる一時金の理論値が客観的に把握出
来る場合には，その理論的な現在価値の金額
を用いて一時金と同様に，過大判定が可能と
もなろう。　
　この章においては，役員退職年金の過大判
定に関しては問題点が多いと思われる自社年
金の役員退職年金（終身）�を想定して，現行
制度における合理的な過大判定の方法を検討
したい。まず，自社年金の役員退職年金（終
身）の過大判定を検討するために，最初に法
人税法の条文や判例等を確認し，その後判定
時期や損金不算入額の算定について検討を行
う。

１　過大役員退職年金の判定（条文等の規定）

　会社法でのお手盛り防止を前提に，法人税
法として独自に同業他社等と比較して過大な
部分を損金不算入とすることで，役員退職年
金の恣意性を排除し，隠れた利益処分に対処
するための規定である�。

⑴　条文の経緯
　昭和40年度改正前は過大な役員給与に関し

�　森田政夫=西尾宇一朗『平成29年10月改訂 問答
式 法人税事例選集』（清文社，2017）585-586頁参
照。

�　役員退職年金を採用している企業の36%が，終
身年金を支給しているとの調査データがある（総
務省人事・前掲注⑻33頁参照）。

�　谷口教授は，過大な役員退職給与の規定は，恣
意性の排除にあり，隠れた利益処分に対処するた
めの措置で，平成18年度改正前における過大な役
員報酬・退職給与の損金不算入制度と同じ趣旨で
あるとされる（谷口・前掲注⑴437-439，444-445
頁［459］［463］参照）。
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て，同族会社のお手盛り防止として，同族会
社の行為計算の否認規定（法税132条）を適用
して，法人税の租税回避を防止するために役
員給与の過大部分の損金性を否認していた。
しかし，昭和40年度改正により，過大役員給
与の損金不算入の規定が個別租税回避防止規
定として導入された�。
　平成18年度改正で，役員給与・役員賞与・
役員退職金もすべて役員報酬と整理した会社
法を踏まえて，法人税法においても功労報償
としての労務の対価的要素を前提とした役員
賞与の損金不算入の規定や，役員退職給与の
損金経理要件の廃止し，一定の条件を満たし
た役員給与以外は損金不算入として整理し

（法税34条１項），従前同様に，不相当に高額
な部分の損金不算入（法税34条２項）や仮装
隠蔽による役員給与の損金不算入（法税34条
３項）も規定されている。なお，役員退職給
与に関しては，平成18年度改正の法人税法34
条１項の役員給与の損金不算入の対象からは
除かれていたが，平成29年度改正で業績連動
の役員退職給与は法人税法34条１項の対象に
され，業績連動役員給与が損金算入される条
件を満たさないと損金不算入とされることに
なった。

⑵　現行条文等からの解釈
　Ⅱ章３節（法人税法での役員退職年金の取
扱い）において，現行法令等の取扱いは整理

済みであり，過大判定は，会社法でのお手盛
り防止を前提に，法人税法で①業務に従事し
た期間，②退職の事情，③同種の事業を営む
法人でその事業規模が類似するものの役員に
対する退職給与の支給状況，などから総合的
に勘案することになる。

⑶　立法趣旨からの整理
　過大判定は，課税の公平の見地より役員退
職給与に過大判定の要件を付加したものと解
釈できよう。過大判定は役員退職給与を利用
した租税回避行為を規制する個別規定である。
　会社法上，役員賞与も役員退職金も役員報
酬とされ，利益処分での役員退職金（年金）
は支給できないので，昔のように法人税法で
過大退職金は隠れた利益処分とすることはで
きないとのコメントもある�。つまり，役員退
職給与の過大判定も，職務執行の対価等とし
ての妥当性で判断されることになるとの考え
方である。しかし，法人税法の「隠れた利益
処分」の言葉の解釈として，本来は職務執行
の対価等としては損金に算入できないもの（恣
意性ないし操作可能性（過大な部分）を排除）
を，損金不算入にすることを意味していると
解すれば，役員退職給与の不相当に高額な部
分の金額を損金不算入にする趣旨は平成18年
度改正でも実質的には変わっていないといえ
よう。

�　大淵博義「過大役員給与（報酬）・過大退職金認
定における基本的思考〜残波事件判決を参考にし
て〜」第66回租税判例研究会（2016）４頁（MJS
租 税 判 例 研 究 会 HP（file:///C:/Users/kenji/
A p p D a t a / L o c a l / M i c r o s o f t / W i n d o w s /
INetCache/IE/DFM３EFEL/16060202.pdf［最終
確認日：2018年３月４日現在］））参照。

�　租税訴訟法学会 平成28年度 研修・研究大会「課

税要件と要件事実─税法・通達の解釈」（平成28年
８月28日）における残波事件の第一審判決に関す
る山下清兵衛氏のコメント（前田謙二「法人税法
における役員退職給与の定義に係る一考察─東京
地裁平成27年２月26日判決等を素材にして─」税
法学577号（2017）180頁脚注�参照）や大淵・前
掲注�８頁参照。
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２　判例における解釈

　本稿では役員退職給与の過大判定における
比準金額は合理的に算定できることを前提に
している。ただ，役員退職年金の比準金額の
算定に関して，役員退職金と異なる考慮が必
要であるので，この異なる点を検討したい。
役員退職金の過大判定に関する功績倍率等で
の考え方を整理し，役員退職年金の場合に特
に考慮すべ点を検討する。その後，役員退職
年金の過大判定を直接判断した判例はないよ
うに思われるので，裁決であるが役員退職年
金が否認された事案を検討してみたい。

⑴　比準金額の算出方法
　比準金額の算出の問題は役員退職金ですで
に議論されており�，本稿では比準金額を算出
する功績倍率等の算定方法の妥当性は直接の
検討対象とはせず，合理的な比準金額が算出
できることを前提として議論を進める。ただ，
役員退職年金の過大判定においても比準金額
の算出は必要であるので，役員退職金の過大
判定の判例について少し整理した後，役員退
職年金の過大判定のための整理をしておく。
　役員退職金の過大判定で比準金額の算定方
法には，功績倍率を使ったもの（「最終役員報

酬月額」×「勤続年数」×「功績倍率」）があ
り，同種の事業を営む法人でその事業規模が
類似する法人から得られた功績倍率で比較す
る方法で，功績倍率の平均値を用いる平均功
績倍率法（東京高判昭和49年１月31日行裁例
集25巻１=２号66頁など）や功績倍率の最高
値を用いる最高功績倍率法（東京高判昭和56
年11月18日行裁例集32巻11号1998頁など）が
ある�。また，支給された退職給与の額を勤務
年数で割って１年当たりの退職給与額を算出
し，この金額を同種の事業を営む法人でその
事業規模が類似する法人から得た金額と比較
する１年当たり平均額法（札幌地判昭和58年
５月27日行裁例集34巻５号930頁など）が判決
等で認められており，個別具体的な事案に応
じて最適な方法を適用することになろう�。ま
た，不相当に高額という表現からも，功績倍
率等で計算された比準金額を法人税法施行令
70条において規定する金額としても，この金
額を超えた部分が常に不相当に高額な役員給
与であり損金性がないということではなく，
職務執行の対価等を度外視した不自然に高額
な役員退職金を損金算入することで法人税課
税を回避するものに対処する趣旨で判断され
ているようである�。
　役員退職年金の過大判定を行った判例はま

�　各種功績倍率のよる算定方法の妥当性，納税者
の比較対象データ入手困難性，役員の経営能力等
の個別要因考慮の妥当性など，が挙げられよう。

�　なお，残波事件の判決では一審（東京地判平成
28年４月22日［未公刊・裁判所ウェブサイト未掲載］
TAINS Z288-1993）の過大役員退職金の判断で
は，比較法人の最高額を超えない限りは，不相当に
高額な部分の金額はないとの判断が示されている。

�　なお，「功績倍率法」は過去の判例等では示され
ているものの，法令や通達では定められていなか
ったが，平成29年度改正で，功績倍率法による役

員退職給与が業績連動型の役員退職給与に該当しな
いと通達で初めて明示された（法基通９-２-27の２）。

�　大淵・前掲注�3，４頁参照。大淵博義名誉教
授は，「……給与等の過大性が一見して客観的に明
白な支給事例について，その過大役員給与の認定
の手法として，類似法人の役員の平均報酬額や平
均功績倍率又はその最高値を用いて過大役員給与
や過大役員退職金の額を認定してその損金性を否
認するというのが，過大役員給与等の否認の法理
というべきである。」（大淵・前掲注�５頁）とさ
れている。
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だないようなので，特に終身年金の企業年金
に対して，どのように比準金額を算出するか
は確定できない。たとえば，役員退職金の功
績倍率を利用した方法で比準金額が算定され，
何らかの妥当な方法で算出した役員退職年金

（終身の自社年金）の現在価値との比較で過大
判定するのか，それとも類似する同種同規模
の法人での役員退職年金の支給状況などから
支給金額や支給期間を比較し過大判定をする
のか，などが考えられよう。ただ，役員退職
年金は，役員退職金より個別性が強く，実際
には比準対象の抽出及びその調整がかなり困
難であろうから，役員退職金と比準する方が
望ましいと考えられる。
　比較対象を役員退職金とした場合は，２つ
のものを比較して大小を判断することになり，
同じ物差しで判定せざるを得ないことから，
合理的な方法で算出された過大判定の対象と
なる役員退職年金の現在価値を求めることが
必要になろう。役員退職年金（終身の自社年
金）の合理的な現在価値の算出方法としては，
公正処理基準における退職給付会計に準じた
方法（平均余命や予定利率等を前提）や相続
税法における終身定期金の評価方法などが参
考になろう。ちなみに，相続税法24条１項２
号における終身定期金の評価では，①解約返
戻金の金額，②定期金に代えて受けることが
できる一時金，③給付を受けるべき金額の１
年当たりの平均額に終身定期金に係る定期金
給付契約の目的とされた者の平均余命に応ず
る予定利率による複利年金原価率を乗じた金
額，における①から③のいずれか多い金額と
されている。
　簡便的には，終身の自社年金の場合は外部
拠出型年金のように理論的に年金経理計算に
基づいて計算されたデータがある保証はなく，

相続税法での上記③の計算方法も簡便法とし
てある程度割り切ったものを認めざるを得な
いであろう。また，役員退職年金が一時金と
選択制の場合などは，その一時金の金額を役
員退職年金の現在価値とも考えられ，役員退
職年金の過大判定の趣旨が，役員退職年金を
利用した租税回避防止であるなら，このよう
なある程度割り切った制度でも良いのかも知
れない。

⑵　平成11年６月４日裁決�

　裁決においても，直接役員退職年金の過大
判定の判断が示されたものはないようである
が，役員退職年金の一部が寄附金に該当する
とされ課税処分されたものが争われた事案が
ある�。
　納税者（内国法人）は株主総会等で役員退
職金（一部終身年金を含む（支給算式のみ規
定））318,166,665円を決議し，当初年金見込額
12,000,000円を超える306,166,665円を役員退職
金（一時金）として支給した。納税者はその
後の事業年度で当初年金見積額を超えた部分
も規定された算式どおりに年金を支給し，課
税当局はその超過額部分を寄附金課税した事
例であり�，納税者が当該処分を不服として，
審査請求した。
　納税者は，①更正の理由附記の不備，②役
員退職年金を否認するなら役員退職金の過大

�　裁決事例集57号371頁（国税不服審判所 HP
（http://www.kfs.go.jp/service/JP/57/24/index.
html［最終確認日：2018年３月４日現在］））。

�　この裁決の評釈として，岸田貞夫「青色申告に
対する更正の際の理由附記をめぐる問題点」税理
44巻１号（2001）22頁以降や村重慶一「終身年金
額の一部が寄附金に当たるとしてする更正の理由
附記」税務事例33巻10号（2001）10頁以降などが
ある。
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判定が必要，③役員退職金（年金を含む）の
過大判定はその支給が確定した株主総会で行
われるべきで，課税当局が更正処分した年金
の支給年度からは３年の更正期限が経過して
いる（当該事案当時の法人税法の更正期限は
３年），という点であった。課税当局は，①帳
簿記載の事実を否認したものではなく，この
事実に対して法的評価を加えて否認したもの
にすぎず，法的評価である年金支給額が寄附
金に該当する判断を明示しており，理由附記
に不備はない，②役員退職慰労金の限度額は
株主総会で決められており，それを超える終
身年金は無償の年金契約に基づいて支給され
たと認めるのが相当で，寄附金に該当する，
③当該限度超過額を寄附金認定したもので，
役員退職給与の過大判定とは関係がない，と
主張した。これに対して，不服審判所は，事
実に対する法的評価の相違による更正処分の
場合には，帳簿書類以上に信ぴょう力のある
資料を摘示する必要はないにしても，なぜそ
のような判断に至ったのかという原処分庁の
判断過程については，これを省略することな
く具体的に記載する必要があると解するのが
相当であるとし，更正の理由附記の不備を理
由として，更正処分を全額取り消した。
　結果として，当該裁決では役員退職年金の
過大判定の基準は示されなかった。しかし，
もし役員退職年金の過大判定の問題としてと
らえられるとするなら，役員退職金（一部終

身年金）を決議時に，役員退職金と役員退職
年金（見積支給額）の合計額で過大判定して
役員退職年金等の金額に過大部分がないと判
断し，その後，役員退職年金が実際に支給さ
れ，当初見積額を超えた段階で，超えた部分
を過大額として否認した，という構成で考え
ることができるかも知れない。このように構
成したなら，役員退職年金の過大判定におけ
る比準金額が合理的に算定できるとしても，
役員退職年金の過大判定はいつ行うのか（役
員退職年金が２箇所から支給されることが，
異なる時期に確定する場合も含む），過大役員
退職年金（役員退職年金の過大判定で過大部
分と認定された部分）の損金不算入額の算定
をどうするのか，が問題になると考えられる。

３　過大役員退職年金（終身）の判定時点

　役員退職年金の過大判定をすべき比準金額
が合理的に算定できたとして，役員退職年金
の過大判定を，いつ行うのかという問題があ
る。民法上は役員退職年金の支給が株主総会
等で確定すれば，年金を受給する役員は定期
金債権（基本権）を持つが，実際に支払われ
る年金である定期給付債権（支分権）は支給
期日ごとに成立する。法人税法での過大判定
は，たとえば年金支給確定時に見積支給額の
現在価値で行うのか，実際に年金が支給され
た累計額で判断するのか，などが考えられる。

�　この考え方は，過大な役員報酬の支給について
は，その過大部分は職務執行の対価性を欠く，損
金算入限度枠のない譲与的支出（寄附金）という
考え方であろう（大淵博義「定期同額給与─改正
の影響及び今後の課題」税研33巻３号（2017）52
頁参照）。この課税処分では，役員退職年金の過大
部分は寄附金の損金不算入と過大役員退職給与の
いずれでも否認できたとも考えられる。ただ，い

ずれの場合も，いくらまでが職務執行の対価等で
妥当かという判断は必要であろう。なお，支給法
人で役員退職金（年金）の過大部分が認定されて
も，役員退職金の受給者の所得課税では過大部分
も含めて雑所得に区分されたままと考えられるが，
支給法人で寄附金課税された場合は受給者では過
大部分に関しては一時所得として課税されること
になるだろう。
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⑴�　役員退職年金の支給が確定した時（現在
価値に割引）

　年金支給が確定した段階で過大判定をする
場合，未だ実際に年金は支給されておらず，
特に終身年金の場合はその評価をどのように
するのかという問題があり，年金支給総額を
合理的な方法で現在価値に割り引くことが必
要になるだろう。
　年金支給確定時に合理的に現在価値を見積
もったとしても，その後の金利情勢や役員の寿
命，支給法人における将来の財政事情で当初予
定された年金額が変更される可能性等により，
その見積もりが当初と異なる場合がある。この
ように過大判定が年金支給確定時とその後で異
なる場合には，過大判定を再度行うのか，とい
う問題も生じよう。役員退職年金の支給確定時
と実際に損金算入される時点がかなり乖離する
可能性があり，年金支給確定時の過大判定では
過大部分はなかったが，実際の年金支給後の過
大判定では過大部分が生じることもあろう。ま
た，逆に年金支給確定時の判定では過大退職
金に該当したとしても，実際の損金算入時点
ではインフレーションなどの影響で，再度過
大判を行えば過大部分に該当しない場合も想
定できる。このように当初役員退職年金（終
身）の見積支給額で税務上過大判定したもの

を，後日実際の金額で再評価するという考え
方もあり得よう。特に，法人税法では時価会
計をベースにした考え方も導入されており，
事業年度末に毎期評価替えをするものも規定
されている。また，米国の移転価格税制の規
定では所得相応性基準�といい，当初に将来キ
ャシュ・フローから見積もった資産価値が，
その後の実際のキャシュ・フローと異なった
場合には，その異なった金額を補正する規定
も有り，OECDで今行われているBEPSプロ
ジェクト（行動計画８）でも同様の規定の導
入が検討されており�，今後日本の法令にもこ
のような規定が導入される可能性もある。
　ただ，役員退職年金の確定時（株主総会等）
の年金支給総額と，実際の年金支給額との差
額で，受給者の寿命・利子率等によるものは，
結果として過大額が生じたものであり，納税
者の不可抗力によるものであることから，こ
のような差額に対して過大判定を再度行うこ
とで否認する必要はないであろう。また，役
員退職年金の過大判定は，役員退職年金を利
用した租税回避防止規程の個別規定である趣
旨を考えると，このような見積額と実額との
差額を精緻に補正する必要はなく，年金支給
確定時に過大判定したなら，その後の再評価
は不要という割り切りも可能であろう�。

�　渡辺智之「所得相応性基準」（日本機械輸出組
合，2017）

　　（日本機械輸出組合HP（http://www.jmcti.org/
trade/bull/zeimu/book/shotokusououseikijun.pdf

［最終確認日：2018年３月４日現在］））など参照。
�　OECDにおけるBEPSプロジェクトの最終報告
（行動８-10）では，パラグラフ6.192で所得相応性
基準の考え方が一定程度容認されている（OECD

（2015），Aligning Transfer Pricing Outcomes 
with Value Creation, Actions ８-10 – 2015 Final 
Reports, OECD/G20 Base Erosion and Profit 

Shifting Project, 110-111（OECD Publishing, 
Paris），available at OECD HP（http://dx.doi.
org/10.1787/9789264241244-en［最終確認：2018
年３月４日現在］）参照）。

�　簡便的な考え方と思われるが，所得税基本通達35-
６で雑所得の金額の計算上，確定給付年金等の金額
から控除する掛金の額（本人負担部分）の計算にお
いて，終身年金のように年金支給開始日に支給総額
を一定の前提条件で算出した割合を利用する場合に，
後日その前提条件が異なっていても，再計算は行わ
ないとされている（武田・前掲注⑼2740頁参照）。
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⑵�　役員退職年金が実際に支給される時（累
計総額で判断）

　役員退職年金の支給が確定した時に比準金
額（再評価なし）を確定し，実際年金支給時
に過去の年金支給額の累計額と比較し過大判
定することも考えられよう。役員退職年金の
支給額の累積額で過大役員退職金を判定する
場合は，合理的に算出された比準金額を基準
として，その基準を実際年金支給累計額が上
回った時点で過大判定を行うことになろう。
このような過大判定では，比準金額の算定時
期と過大判定の時期が異なるのでこの期間の
金利相当額の調整などが論点となろう。

⑶　小括
　相続税法における相続や贈与の場合は，暦
年で超過累進課税するので，相続や贈与の時
点で課税するのが原則である。たとえば，信
託（退職年金の支給を目的とする信託は除か
れている）に関するものとして，相続税法に
おいて適正な対価を負担せず受益者になった
場合には，信託の効力の生じた時に，信託に
関する権利が委託者から受益者に贈与された
とみなされる（相税９条の２）。具体的には，
信託契約の締結時に（信託法４条），当該信託
に関する権利を評価して，その時点で委託者
から受託者へのみなし贈与が認定される。
　これに対して，法人税法は継続企業をベー
スにして，期間損益に対して一定税率で課税
するものであり，相続税のように必ずしも年
金支給確定時点で過大判定を行わないといけ
ないとはいえないだろう。法人税法において
は，少なくとも理論的には，役員退職年金の
過大判定は，年金支給確定時と年金支給時点
のいずれでも可能であろう（課税繰延べによ
る金利相当分への対応は考慮する必要あり）。

ただ，役員退職年金の支給確定時に過大判定
し，その後再評価しない方法なら，役員退職
金と同様に過大判定ができ，しかも１度きり
の過大判定で済ますことが出来れば，年金累
計総額で支払時期に過大判定を繰返す方法よ
りも簡便で，納税者の予測可能性からも優れ
ているといえよう。
　なお，２つ以上の役員退職年金が別の時期
に支給確定した場合の過大判定は，新たに役
員退職年金が確定する都度，新たに確定した
役員退職年金を従前に確定した役員退職年金
に加えて，過大判定を行うことになろう。

４�　過大役員退職金の損金不算入額の算定
（役員退職年金の確定時に過大判定）

　過大判定の時期は法人税法上，役員退職年
金の支給確定時や各年金の支給確定時のいず
れでも可能であろうが，現行制度を前提とす
れば実際の否認額は年金の支給時点に算出さ
れることになる。しかし，過大判定を当初の
株主総会等での年金支給確定時に行う場合は，
過大判定に伴う損金不算入金額をどのように
算出し，いつ認識するのか，という点が問題
になるであろう。考えられるパターンである
３つのケース分けて検討してみたい。

⑴�　年金の損金算入額が比準金額に達するま
で損金不算入が生じない方法

　過大判定は年金支給確定時に行うが損金不
算入額は実際の年金支給累計額に基づいて損
金不算入額を計算する場合は，役員退職年金
の過去の損金算入累計額が比準金額を超えた
事業年度で，損金不算入額が生じることにな
る�。ただ，役員退職金のように支給確定時に
損金不算入額が生じるのに対して，これらの
方法では，役員退職年金の支給確定時から損
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金不算入額が実際に生じるのが，かなり遅れ
ることになり，課税繰延べの問題が生じる。
　また，過大判定時期と損金不算入の時期が
異なるので，過去の過大判定により，その判
定より数年後に損金不算入が生じるので，時
効の問題も考慮する必要があるかも知れない。

⑵�　年金の損金算入額が生じた場合に，過大
部分を先に充当する方法

　過大判定は年金支給確定時に行うが損金不
算入額は実際の年金支給累計額に基づいて損
金不算入額を計算する場合として，⑴のケー
スとは逆に役員退職年金の損金算入額が生じ
た場合に，過大判定による損金不算入額を先
に充当する方法も考えられよう。つまり，役
員退職年金の支給が開始され，過大判定によ
る損金不算入部分の金額を年金支給累計額が
超えた場合に，結果としてその事業年度の該
当年金支給額から損金算入できることになる。
そこで，たとえば終身年金が支給された後，
早期（６年目）に死亡したような場合には，
年金支給法人での損金不算入が過大になるこ
とも想定され，５年の更正の請求の期限を超
えており減額更正が出来ないことになり，年
金支給法人にとってかなり酷な取扱いとなろ
う�。

⑶�　年金支給額を損金不算入割合で計算した
金額を毎期損金算入する方法

　役員退職年金の支給確定時に，年金総額を

現在価値に割り引いて，比準金額と比較して
過大額を確定させ，年金総支給額の内の損金
不算入額の割合を計算する。各年金支払額に
その損金算入割合を乗じることで，年金が支
給されるごとにその一部分を損金不算入と計
算することになる。この場合には，⑴での課
税の繰延べの問題など，⑵での納税者への酷
な課税の問題を回避でき，また，もし年金支
給期間中に過大判定の見直しを行う場合にも
対応しやすく，合理的な方法と考えられよう。
　なお，所得税法で確定給付年金等からの年
金が雑所得として課税されるのは，支給年金
から本人負担部分を控除した残額である。支
給年金から本人負担部分を控除する金額の計
算方法として，その年中の年金の額に一定の
掛金の割合を乗じて計算する。年金支給の開
始日において年金支給総額が確定していない
場合（終身年金）に，この一定の掛金の割合
は余命年数表を用いて計算した年金支給総額
の見込額に対して加入者の負担した掛金の占
める割合とされる（所税令82の３）�。この考
え方は，⑶における過大部分の損金不算入の
抽出方法と同様なものと考えられよう。

５　企業年金での問題提起への回答

　自社年金の役員退職年金での整理に基づい
て，Ⅱ章３節⑷で指摘した企業年金の過大判
定の問題点についての対応策もここで整理し
ておく。
　企業年金の給付金の内で，内国法人が負担

�　なお，平成11年６月４日裁決（裁決事例集No. 
57，371頁）の事例を，役員退職年金の過大判定と
整理した場合には，役員退職年金を決議した株主
総会等で過大判定を行い，実際の支給累計額がそ
の限度額を超えた場合に，その超過額を損金不算
入にするという考え方とも解釈でき，このケース

とも考えられよう。
�　逆に課税当局が課税漏れを生じる場合もあろう

が，損金不算入を先取りしているのであり，納税
者への救済の方がより重要な問題となるであろう。

�　武田・前掲注⑼2735の３-2802頁参照。
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した部分を算出する方法は，所得税法の雑所
得の計算方法（所税令82の３）を適用し，給
付金に一定の割合（（加入者が負担した掛金）/

（年金の支給総額の見込額））を乗じた金額を
給付金から控除した金額とすることになろう。
　過大判定後どのように否認していくのかは，
退職時に過大判定する時には，すでに過年度
で内国法人が負担する年金掛金は損金算入済
みなので，過大判定時にその過大額を益金に
算入することになろう。
　１つの職務執行に対して２つ以上の役員退
職給与（役員退職金や役員退職年金）の支給
確定時期が異なる場合の過大判定の取扱いは，
事後の退職給与（役員退職金や役員退職年金）
が確定する時に，役員退職給与を累計し判定
することになり，役員退職年金は現在価値に
換算し，役員退職金と合計することになろう。
この場合に，事後に支給の確定した役員退職
給与から過大金額を充当していくことになろ
う。

Ⅴ�　役員退職年金の問題点への対応策の方
向性

　Ⅲ及びⅣ章での役員退職年金での問題点の
検討を踏まえて，本章ではその対応策などを
現行制度にとらわれず検討したい。まず，役
員退職年金の問題点への対応の必要性を確認
し，その後役員退職金の分割支給と役員退職
年金との問題や役員退職年金の過大判定の問
題への対応策について考察したい。

１　役員退職年金の問題点への対応の必要性

　本稿では役員退職年金の自社年金に着目し
て，役員退職年金と役員退職金の相違点や過
大判定について問題点を検討したが，企業年
金である確定給付年金や確定拠出企業年金な
どにおける役員退職年金においても同様の問
題が生じている。外部拠出型の企業年金の場
合は年金支給総額の現在価値等に関する情報
の客観性や入手容易性はあるが，役員退職金
の分割支給との区分や過大判定の問題点は同
じである。外部拠出型企業年金を含めた役員
退職年金の支給実態を考慮すると�，役員退職
年金の税務問題は理論上頻発していても不思
議ではない。つまり，役員退職年金が支給さ
れる限り，常にその過大判定が必要になるは
ずである。納税者の予測可能性を毀損しない
ためにも，役員退職年金に関する税法上の整
備が必要であろう。
　役員退職年金の過大判定に関しては，今ま
であまり論じられていないのはなぜであろう
か。外部拠出型の企業年金に関しては，掛金
を負担した内国法人では退職した役員に対し
て直接年金支払が生じないので年金の損金算
入の問題が表面化しないことも考えられよう。
法人税法の観点から見れば，内国法人は退職
した役員への年金支給は直接的には生じない
が，過去の掛金（企業負担部分）として損金
に算入されており，これらの合計額が過大判
定の対象とすべきということに理論的にはな

�　企業年金等（確定給付企業年金や確定拠出年金
など）の退職年金制度は，製造業では93.9%の企
業で採用されており（中央労働委員会事務局編『平
成27年賃金事情等総合調査─退職金，年金及び定
年制事情調査─』（一般財団法人労委協会，2016）
９頁参照），その年金支給対象者に役員も含まれて

いることが想定できる。また，役員退職年金に関
しても「近時，会社従業員に対する年金制度の普
及に伴い，取締役の退職慰労金の年金への切り換
えが検討されるようになった。」（上柳克郞ほか編

『新版注解会社法⑹株式会社の機関⑵』（有斐閣，
1987）403頁［浜田道代］）との指摘もある。
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ろう。法人税基本通達９-２-31ではその必要
性を指摘している。ただ，この基本通達の例
では役員退職金と外部拠出役員退職年金が同
時に支給しされたことを想定しているので，
役員退職金（一時金）で過大部分を否認する
ことを想定しているのかも知れない�。もし，
実際外部拠出型役員退職年金を過大判定し否
認する場合は，過去の掛金（会社負担部分）
をどのように否認するのかという規定が必要
となろう。
　また，役員退職給与において，年金支給（自
社年金）という形態があまり一般的ではない
ためであろうか。この点は，直接的な判断材
料にはならないだろうが，リーマン・ショッ
ク等で法人の業績が悪化した場合に，すでに
役員に支給を開始した年金を廃止や減額でき
るのかという議論が会社法で問題とされてい
る例などからも�，実際に役員に対して年金形
態で退職給与を支給するということはある程
度一般的に行われていると推察できよう。で
は，役員退職給与の年金支給（自社年金）が

ある程度一般化されているとするなら，なぜ，
今までその支給額に関する過大役員退職給与
の判定が議論されてこなかったのであろうか。
これは推測であるが，中小企業では財務体質
もそれほど強固ではなく，自社年金として長
期的に年金を支給するより，一時金による場
合が一般的であり，年金形態は一般的にお手
盛り防止の規制が必要ではない大企業に多か
ったと考えられよう�。そのような前提を置け
ば，過大役員退職給与に対する課税事案が中
小企業に対するものが多い点から，過大役員
退職給与において，年金形態が注目されなか
ったのも当然だったのかもしれない。それと
も，外部拠出型企業年金である適格退職年金
契約でも受益者に役員（使用人兼務役員）が
含まれており，中小企業でも役員退職給与に
おいて一時金と適格退職年金が並存していた
とも考えられ，実際のところ，役員退職給与
の過大判定において年金形態が注目されなか
った理由は事実認定上の困難性ということに
なるだろう�。

�　所得税法施行令64条で掛金支払時に会社負担部
分は給与所得としない規定があるので，外部拠出
型企業年金の掛金（会社負担部分）は，退職役員
との直接的な紐付きがないとの考慮もあり，外部
拠出型役員退職年金だけを過大判定で否認するこ
とは想定されていないのかも知れない。

�　もみじ銀行事件（最判平成22年３月16日集民233
号217頁）では，株主総会等で確定し支給されてい
た役員退職年金（自社年金）を，支給法人がその
後取締会決議で役員退職慰労金規定を廃止したこ
とで当該年金支給を打ち切ったことの適法性が争
われ，年金支給の一方的な打切りは違法とされた。
なお，もみじ銀行事件判決は役員退職年金が取締
役の報酬にあたるとした初めての最高裁判所の判
決であり，会社法では役員退職年金は役員退職金
の事実上の分割支給と見ることができるとの指摘
がある（弥永真生「退職慰労年金の一方的減額の
可否」ジュリ1400号（2010）127頁参照）。

�　役員退職金を採用している従業員1,000人以上の
企業が役員退職年金（一時金との併用を含む）を
採用している比率は，従業員1,000人未満の企業に
おける同様の比率より高いとの調査データもある

（総務省人事・前掲注⑻17，31頁参照）。
�　「『不相当に高額』な役員給与が認定された税務

判決が極めて少ないのは，課税庁が，その過大認
定の困難性，つまり，当該法人の経営に無関係な税
務職員が，当該役員の経営能力を金銭的価値とし
て定量的に測定することは困難であるという認識の
下で，謙抑的に執行されていることを物語るものと
評価できるであろう。」（大淵・前掲注�４頁）と
の指摘があり，功績倍率は通常３倍程度と巷ではい
われるが実際の判例等の否認事例では最近のもの
で残波事件以前のものとしては（平成８年から平成
21年），「4.86」「6.38」「40.04」「15.82」「8.33」「16.66」

「16.54」とかなりの高率の功績倍率での否認が行わ
れていることが伺える（大淵・前掲注�３頁参照）。



法人税法における役員退職年金の取扱いに関する一考察

150　税法学579

　税務上の過大退職給与の問題を検討した結
果問題ないのと，検討する方法が不明確で検
討すらされず，結果として実務上問題にされ
ていないのとでは，納税者の予測可能性の点
で大きな違いがある。また，判断基準があい
まいな中で，執行サイドの裁量で過大判定が
行われる可能性があるとすれば，これも納税
者の予測可能性だけでなく，租税公平の原則
をも損ねることになる。理論的に法人税法34
条において，役員退職年金が役員退職給与に
含まれるなら，損金算入の金額や時期及び過
大判定に関して，役員退職金とも整合性のと
れた明確な規定を検討することが租税法律主
義からも重要であろう。
　なお，役員退職給与には役員の職務執行の
対価等という側面の考慮だけ�でなく，委任契
約であり法的には考慮対象外かも知れないが，
中小企業の実態からすれば，成長期の中小企
業では資金繰り等の関係で，十分な役員報酬
等が取れない場合も多い点などの考慮も必要
であろう。このような中小企業の実態も考慮

すると，役員退職年金には退職金役員の老後
の生活保障という機能なども含まれていると
もいえ�，その重要性があるといえよう。役員
退職年金の損金性を検討する場合には，過去
の職務執行の対価等という点だけでなく，老
後の生活保証という側面も考慮することは一
概に誤りとはいえないとも考えられよう。

２�　役員退職年金（有期）と役員退職金の分
割支給の問題点への対応

　現行の法人税法の規定では，役員退職年金
と役員退職金とに関する損金算入金額や損金
算入時期が異なる取扱いになっており，債務
の確定という概念から，これらの考え方はそ
れぞれ妥当性を有している。しかし，特に自
社年金における役員退職年金（有期）と役員
退職金（分割支給）との区分が曖昧であり，
納税者の予測可能性を害している。
　この弊害に対して現行制度にとらわれずに
対策を検討するなら，一定の期間以上（５年
や10年など�）の役員退職金の分割支給は，税

�　大淵名誉教授は，平成18年度改正後の過大役員
給与等の損金不算入規定は，租税回避行為を防止
する規定として位置付けるのではなく，役員の職
務執行の対価等たる性格を有しないものを寄附金
と同等の性格有する支出としてその損金性を否認
する規定と捉えておられるとされ，その職務執行
の対価等の妥当性の判断は個別的に行われるべき
であるとされている（大淵・前掲注�７頁参照）。
確かに，平成18年度改正は役員報酬を職務執行の
対価等と捉えた会社法改正をベースとしているが，
役員退職給与の過大判定に関しては税務固有のも
ので有り，役員退職金（役員退職年金）の実態を
踏まえると，単に職務執行の対価等の損金性のみ
を同業他社等との比較で判断するのは無理がある
とはいえないだろうか。筆者は役員退職給与の過
大判定には，職務執行の対価等以外の要素も含ま
れると考えるが，大淵名誉教授は職務執行の対価
等における判断での個別的要因等を強調されるの

で，結果としては形式的な功績倍率による否認は
適切でないという同様に結果になろう。

�　中小企業の役員にとっては，公的年金をベースに老
後の生活設計を行っている状況が推察される（奥野文
夫『現役社長・役員の年金』（経営書院，2017）参照）。

�　たとえば，法基通９-２-29の解説において，
「……退職年金においては，その年金は10年，20年
という長期間にわたって支給されるものであるた
め，退職時において計算される年金総額は，費用
の発生というよりはむしろ費用の引当て的な面が
多分にあるので，支給期到来基準によることとさ
れているわけである。」（小原一博編著『法人税基
本通達逐条解説（八訂版）』（税務研究会，2016）
766頁）とされている。また，中小企業退職金共済
法（12条４項）の規定による分割退職金（５年又
は10年分割）は，公的年金等とされている（所税
令82条の２第２項２号）。このようなものを参照す
れば，５年や10年などが妥当かも知れない。
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務上役員退職年金とみなすこと（逆にその期
間以下の分割支給は役員退職金とする）など
で，納税者の予測可能性を向上できよう。

３�　役員退職年金（終身）の過大判定の問題
点への対応

　役員退職年金の過大判定の問題点に関し
て，現行制度にとらわれずにその対応策の方
向性を提示したい。

⑴　立法趣旨からの観点
　会社法でのお手盛り防止を前提に，法人税
法で①業務に従事した期間，②退職の事情，
③同種の事業を営む法人でその事業規模が類
似するものの役員に対する退職給与の支給状
況，などから総合的に勘案し，課税の公平の
見地より過大判定の要件を付加したものと解
釈でき，過大判定は役員退職給与を利用した
租税回避行為を規制する個別規定として妥当
なものであろう。このような観点から，役員
退職年金の過大判定ではある程度割り切った
簡便法も認められる余地があろう�。

⑵　未実現損失の認識
　所得税法における包括所得概念をベースに
所得概念を構成する場合には，未実現利得も
帰属所得なども所得の構成項目になる。しか
し，実際の条文では，未実現利得は例外的に
認識されているのが現状である（工事進行基
準などによる所得認識）。近年，未実現利得も

所得に取り込む傾向が強まっているが，未実
現損失の認識は原則税法に取り込まれていな
い。
　これに対して，法人税法では近年時価評価
による規定（時価主義）もデリバティブ（金
融商品）などで導入されている（法税61条，
61条の3，61条の4，61条の５）�。このような
傾向から，役員退職年金に関しても，期末に
公正処理基準に基づき退職給付会計での債務
金額で過大役員退職給与の判定することも可
能であろう。ただ，自社年金の場合は，対象
人員が少なく，対数の法則が利用できないで，
毎期費用が大きくぶれる可能性があるが，簡
便的に割り切ることは可能であろう。

⑶　所得税基本通達30-４の考え方との対比
　退職年金が支給されていた場合に，将来の
支給額に代えて一時金を支給した場合は，退
職所得とする取扱いがある（所基通30-４なお
書）。これは，所得税法における累進税率の緩
和を考慮した取扱いであると思われる。しか
し，法人税法では，原則として定率課税であ
り，所得税における累進税率の緩和を考慮す
ることなく，役員退職金も役員退職年金も同
様に考慮できよう�。法人税においては，役員
退職年金も役員退職金と同じ土俵で，過大判
定することに妥当性があるともいえよう。

�　なお，終身年金としては，毎期ほぼ同額が損金
算入されるので，利益調整の防止という観点から
は，過大役員退職金を判定する必要性は乏しいと
もいよう。

�　なお，所得税法（所税60の２，60の３）でも平
成27年度改正で国外転出時課税制度（出国税）も

導入されている。
�　法人税法において当該年金の一時払いは，通常

の役員退職年金と同様に（法基通９-２-29），その
支給時期にその金額を損金の額に算入することに
なる（若林・前掲注⑿822-823頁参照）。
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⑷�　役員退職年金確定時に損金算入を認め，
過大判定する方法

　現行法人税の取扱いを前提としないなら，
役員退職金年金の支給総額の現在価値等の損
金算入を認め，過大判定を行い，過大額を否
認する手法も理論的には考えられる�。この場
合は，役員退職年金確定時に損金算入させる
ので，後に支給を中止又は減額することで，
恣意的に所得を計上できるなど租税回避とし
て利用される可能性も考えられる。このよう
な租税回避を防止するためには，役員退職年
金の未払額が減額等される場合は益金に算入
することで対応する必要があろう。また，極
端な事例かもしれないが，当期だけ多額の所
得が発生し次期以降欠損が長期間にわたり予
定されている法人が，当期に役員退職年金を
決議しその見積額を損金算入できることを利
用して，利益調整を行う可能性はあろう。こ
のような利益調整に対処するには，役員年金
確定時や当該年金支給時期において，当該役
員年金控除後も支給法人に課税所得があるこ
とを条件にするなどすれば�，課税繰延べの金
利への対応だけになるだろう。
　なお，課税繰延べは租税回避の１つであり
その対策は重要であるが，役員退職給与にお
いて役員退職年金は役員退職金に比して，そ
の損金算入がもともと遅れて認識されている

とも考えられ（企業会計基準などとの比較），
退職金と年金との区分の曖昧さも考慮すれば，
この課税繰延べによる金利にあまりこだわる
必要はなさそうである。

⑸　小括
　現行制度を前提としなければ，役員退職年
金の見積支給額の現在価値等を株主総会等で
の確定時期に損金算入を認め，同時に過大判
定を行い，過大額を否認する手法も理論的に
は考えられよう�。近年の企業会計基準等にお
ける年金の評価計算技術の普及や法人税法に
おける時価評価の導入などを考慮すれば，年
金支給時点での評価計算の精度（再評価の仕
組みも含め）は制度設計上問題なく対応でき
るのではないかと考える。この場合には，公
正処理基準を介して，法人税法22条４項での
解釈ではなく，法人税法で別段の定めとして
対応すべきものであろう�。また，役員退職年
金の過大判定とその否認金額の算定を年金支
給確定時点で行えば，役員退職年金が役員退
職金との併存する場合などには，役員退職年
金も役員退職金と同時に判断でき，役員退職
金の分割支給と役員退職年金とであまり差が
ないことを考慮すれば，両者を同様に扱える
方が納税者の予測可能性も高まるともいえよ
う。なお，実務的には，役員退職年金の支給

�　この場合に，所得税法においても，退職所得と
して区分すれば，年金課税における退職所得と雑
所得との不均等の解消できるかもしれない（もち
ろん納税資金を考慮すれば，延納の制度等の手当
ては必要になろう）。

�　たとえば，当初退職役員年金の確定時に年金総
額の現在価値を損金算入した場合に，当該現在価
値を控除後も課税所得があることを条件にし，①
年金支給時に現在価値における未払金の各事業年
度での取崩前で課税所得がない場合は，当該未払

金の取崩額は通常の課税所得とは別枠（使途秘匿
金の支出がある場合の課税の特例（税特措62条）
などの制度のように）で法人税の課税対象にする
ような制度も考えられよう。

�　また，整理の仕方としては，定額の年金では利
益調整として機能はなく，所得税法でも雑所得で
は優遇策も少ないことを考慮すれば，役員退職年
金は過大役員退職給与に含めない，という整理も
ありえよう。

�　谷口・前掲注⑴401-402頁［417］参照。
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総額の現在価値の算出方法は，簡便法による
ことも可能であり，過大判定の再判定は不要
であろう。

４　同族会社の行為計算否認規定との関係

　法人税法における過大役員退職金の規制は，
会社法での役員退職金のお手盛り防止規制を
前提にしたものである。しかし，会社法での
お手盛り防止は株主によるチェック機能を利
用したものであるが，同族法人においては株
主と取締役が同一の利害関係者であり，この
ようなチェック機能が働かず，法人税法にお
いては課税の公平のために，同業他社との比
較等において，過大役員退職金の損金不算入
の規定を設けたものである。同族会社に対し
て，法人税法では，同族会社の行為計算否認
の規定（法税132条）を持っており，このよう
な行為計算否認規定と法人税法34条との関係
を確認しておきたい。
　同族会社の行為計算否認では，「法人税の負
担を不当に減少させる結果」が生じた場合に

是正の対象になるが，同族会社が役員給与等
（役員退職給与も含め）を利用した租税回避行
為を防止するための具体的な条文として，過
大役員給与等の規定が設けられた。この点か
らも，同族会社の行為計算否認規定が一般条
項で，過大役員給与規定が特別条項という位
置づけになるだろう。
　ただ，過大役員退職給与規定は同族会社以
外も対象としており，その限りにおいては，
同族会社の行為計算否認規定よりも課税対象
は広いことになり，役員の職務執行の対価等
に比してその給与等が過大な場合にその損金
性が否認されることになる。この点，近年の
一部上場会社役員の高額な役員報酬等を考慮
した場合に�，今までの判例による同規模同業
種の役員報酬等をベースに功績倍率等の形式
的な判断基準で役員退職金が課税されること
自体には問題もあるといわざるを得ない。特
に上場会社では会社法においてもコーポレー
トガバナンス・コード�による企業統治の指針
もあり，過大役員退職給与規定を非同族の上

�　山本守之「事例から考える租税法解釈のあり方 
第９回残波事件の控訴審を検証する」税務弘報65
巻６号（2017）131頁参照。

　　なお，実際に高額な役員退職金として（連結ベ
ースも含まれると考えられるが），東京商工リサー
チによる有価証券報告書の分析では，オリックス
㈱の宮内義彦氏4,469百万円（2015年３月期），㈱
三共の毒島秀幸氏1,1614百万円（2015年３月期），
カシオ計算機㈱の樫尾敏雄氏1,319百万円（2012年
３月期），㈱キョウデンの橋本浩氏1,268百万円

（2014年３月期），カシオ計算機㈱の樫尾和雄氏
1,138百万円（2014年３月期）などのように巨額の
退職慰労金の支給があり，ソフトバンクグループ
㈱のニケシュ・アローラ氏8,847百万円（2017年３
月期）が退職費用（連結ベース）として役員報酬
に含まれているとされている。役員報酬に関して
は，ソフトバンクグループ㈱のニケシュ・アロー
ラ氏1,499百万円（2017年３月期：退職費用8,847百

万円を除き，連結ベース）という高額なものがあ
り，役員報酬１億円以上を受け取った人数（個別
開示）は，100人を超えている（以上について，マ
イナビニュース HP（http://news.mynavi.jp/
articles/2017/06/23/houshu/［最終確認日：2018
年３月４日現在］） や東京商工リサーチ HP

（ h t t p : / / w w w . t s r - n e t . c o . j p / n e w s /
analysis/20170621_02.html［最終確認日：2018年
３月４日現在］）参照）。大淵名誉教授は，過大役
員給与として否認された例は同族会社に限定され
ており，近年の上場会社の役員報酬を考慮すると，
職務執行の対価等は優れて主観的な価値判断によ
る私的自治の領域で類似法人の支給状況を比準対
象としては，正確な過大認定は不可能と主張され
る（大淵・前掲注�52頁参照）。

�　金融庁と東京証券取引所が取りまとめ，平成27
年６月から適用されており，平成29年度改正にお
いても役員給与の改正のベースとなっている。
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場会社などにまで対象を拡大する必要がある
のか疑問も残る。

Ⅵ　結びに代えて

　法人税法において，雇用契約関係にある従
業員に対する退職金と退職年金に対する損金
性と委任契約関係にある役員に対する退職金
と退職年金とに関して，過去の勤務（職務執
行）の対価であることや老後の生活保障の側
面があることには変わりがないと考えられる。
ただ，役員に対する場合は「お手盛り防止」

「隠れた利益処分防止」などの租税回避防止機
能として，過大判定は必要であろう。
　役員退職年金において，役員退職金の分割
支給との区分問題や，過大判定においてはど
のように過大役員退職給与の判定をするのか
という問題だけでなく，いつ過大判定するの
か，過大判定による損金不算入額の算定の問
題などが考えられる。現行の法令の取扱いの
範囲では，役員退職年金と役員退職金の分割
支給との区分の問題は，役員退職給与の分割
支給は一定の期間（５年など）の制限を設け
て，それ以上の期間が対象の場合は年金とし
て扱うというような，役員退職年金と役員退
職金との区分を税務上明確にすることで対応
できる。
　また，役員退職年金の過大判定の問題では，
現行制度を前提にすれば，役員退職年金の支
給確定時（株主総会等）に，年金の見積支給
額を現在価値で算定することで過大判定し，
実際の各年金支給時に判定時の否認割合で，

各年金支給の都度否認していくことが合理的
であろう。また，外部拠出型企業年金による
役員退職年金を過大判定に含めるなら，過去
の掛金で生じる過大部分を判定時点で益金に
処理する規定を置くなど，その否認額の算定
方法等を明確にすべきであろう。なお，同族
会社の行為計算否認規定との関係では，役員
退職年金の過大判定は同族会社などに限定す
ることも可能ではないだろうか。
　もともと年金と一時金の区分も曖昧なこと，
法人税法へ時価会計が導入されたこと，など
を考慮するならば，役員退職年金（有期も終
身も含め）に関しては，その支給確定時に年
金の見積支給額の現在価値での損金算入を認
め（当該規定で損金が前倒しされるため，こ
の損金の前倒しを利用した租税回避防止の規
定なども導入），この時点で過大判定を行い，
損金不算入額も処理してしまうことも検討に
値するのではないだろうか。このような規定
を設けるなら，法人税法での役員退職年金に
対する課税関係は，年金（有期も終身も含め）
や一時金という支給形態に関わらず，役員退
職年金と役員退職金との統一した処理が可能
になり，納税者の役員退職金（年金）の課税
に関する予測可能性が改善し，税の中立性も
保てよう�。

�　なお，この場合に所得税法と法人税法とで，支
給法人における役員退職年金に係る損金の計上時
期及び計上金額と，受給者における所得帰属年度
及び所得区分・所得金額が異なることになろう。


